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Ⅰ．第３四半期決算サマリー 

3 



２０１９年２月期 第３四半期（累計）実績 
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２０１８年２月期 
３月ー１１月 

２０１９年２月期 
３月ー１１月 

売上総利益 ４１２.３億円 ３９５.０億円 

販管費 ３６０.１億円 ３７２.６億円 

営業利益 ５２.１億円 ２２.４億円 

営業利益 ５２.０億円 ２８.３億円 

個別 

連結 



主な増益・減益要因 
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（１） 店舗あたり小売台数減少 （１Ｑ、２Ｑ：前年同期比減、３Ｑ：前年同期並み） 

（２） 台あたり小売粗利減少 

２０１８年２月期 
３月ー１１月 

２０１９年２月期 
３月ー１１月 

営業利益 ５２.０億円 ２８.３億円 

[個別] 

[連結] 

 豪州子会社 業績改善 

 小売 商品設計変更による影響 

連結 
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 改善策の実行により、減益幅は改善 
 

連結営業利益 

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ 

‘１７/２ 

‘１８/２ 

‘１９/２ 

３,０００ 

２,０００ 

１,０００ 

０ 

（単位：百万円） 

１,２４３ 

３７８ 

業績の推移 （四半期） 

１,２８４ 

６６ 

２,６７６ 

２,３８９ 

１,５７４ 

１,２４５ 

９２７ 

１,８５０ 

４７６ 



Ⅱ．個別業績の詳細 
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１Ｑ 
（３月ー５月） 

２Ｑ 
（６月ー８月） 

３Ｑ 
（９月ー１１月） 
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今期の状況 （商品設計変更の影響）  

０％ 

ー１０％ 

店舗あたり 
小売台数 

台あたり 
小売粗利 

前年同期比 
増減率  

４月後半 商品設計変更 
 

小売台数・粗利が減少 

改善策を順次実行 
 

減少幅は徐々に改善 

 
 店舗あたり小売台数、台あたり小売粗利が減少して推移 
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４月後半～ 車両価格に含まれていた付帯的な収益の一部をオプション化。 

商品設計変更 概要 

従来 変更後 

            

 
 
 

付帯収益 

付帯収益 
（車両粗利内） 

            

 
車両粗利 

 

付帯収益 
（オプション化） 

付帯収益 

 

車両粗利 
 

概要 台あたり小売粗利（車両粗利＋付帯収益）の設計を変更 

付帯商品・サービス
からの収益 
 
・オートローン 
・自動車保険 
・保証 
・メンテナンスパック 
・ガラスコーティング 
・パーツ 
・ナビ 
・ドライブレコーダ  
      等 
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１. 従来車両価格に含まれていた付帯的な商品の一部をオプション化することで、車両本体の価格訴求力が高まる。これに
より特にインターネット経由の集客を増加し、小売台数を高める目的。 
２. 顧客ニーズに合わせて付帯商品・サービスを提案することで①今後の付帯ビジネスの成長に向けた提案力強化と、②ＣＳ
（顧客満足度）の向上を目指す。 

従来 変更後 

            

 
 
 

付帯収益 

付帯収益 
（車両粗利内） 

            

 
車両粗利 

 

付帯収益 
（オプション化） 

付帯収益 

 

車両粗利 
 

車両価格 

商品設計変更 目的 

目的 
１ 

価格訴求による集客増  

小売台数増 

ニーズ・ 
ライフスタイルに
合った構成で 
付帯商品・サービス
を提案 

目的 
２ 

ニーズに合わせた提案 
  ① 付帯ビジネス成長 

② ＣＳ向上※ 

※ＣＳ=Ｃｕｓｔｏｍｅｒ 
 Ｓａｔｉｓｆａｃｔｉｏｎ の略 
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商品設計変更 影響と原因 

詳細な設計が不十分 
 

• 低価格車両とのミスマッチ 
• エリア別・個店別の対応不足 

導入プロセスに課題 
 
• 商談にバラつき 
• 現場への意識浸透に遅れ 

影響 
集客増加も成約率が減少し、店舗あたり小売台数が減少 
付帯収益の獲得減により、台あたり小売粗利が減少 

原因１ 

計画 

原因２ 

実行 
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実施してきた改善策 

詳細な設計が不十分 
 

• 低価格車両とのミスマッチ 
• エリア別・個店別の対応不足 

導入プロセスに課題 
 
• 商談にバラつき 
• 現場への意識浸透に遅れ 

• 商品価格帯・エリアに合わせた設計
を順次実行 

• エリアマーケティングの強化 
• 付帯促進キャンペーン実施 

• 標準化ツールの整備 
• インセンティブ設計による意識向上 
• トレーニングの充実 
• 経験・知識も徐々に改善 

計画 

実行 



５月  

０ 

ー１５％ 

６月  ７月  ８月  ９月  

 
 
 
 

４月  

店舗あたり小売台数減少率 （前年同月比）  

１０月  １１月  

修正予想（２０１８年１０月９日発表）の前提： 
８月実績（納車）の減少率が継続 
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店舗あたり小売台数の状況  

集客上昇も、成約率減少により 
店舗あたり台数は減少して推移 

３Ｑでは前年同期並みに回復 

１０月実績は 
台風による納車ずれ影響※ 

成約率減少により店舗あたり台数は減少して推移してきたが、３Ｑ中は前年同期並みに改善した。 
※１０月実績は昨年が台風の影響により１０月から１１月に納車期ずれがあったこと、今年は９月の台風の影響により１０月にスライドして納車があった影響で、実態よりも
改善率が高い着地となった。 
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１Ｑ （３月ー５月）  

０ 

ー１０％ 

２Ｑ （６月ー８月） 

台あたり小売粗利の状況 

台あたり小売粗利減少率 （前年同期比） 

 
 
 
 

３Ｑ （９月ー１１月） 

付帯収益の獲得減により 
台あたり小売粗利が減少 

減少幅の改善 
トレンド継続 

台あたり小売粗利は前年同期比減少を継続も、減少幅が改善。 

修正予想（２０１８年１０月９日発表）の前提： 
２Ｑ（６月―８月）実績の減少率が継続 

 



Ⅲ．出店の状況 
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新規出店の状況 
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直営店舗数 

‘１６/２末 ‘１７/２末 ‘１８/２末 ‘１９/２ 

３Ｑ末 

５００ 

４００ 

３００ 

２００ 

１００ 

０ 

（単位：店） 

４１４ 

４５９ 

４８８ 
５１２ 

［クローズ］     ６ 

３０ 

３Ｑ実績 

 ３２ 

通期計画 
 
 出店は計画通り進捗 
 

/  ［出店］ 

［純増］      ２４ 



七尾 
石川県七尾市 

中津 
大分県中津市 

瑞穂 
東京都西多摩郡 

（ガリバー展示販売モデル店舗） 

登別室蘭 
北海道登別市 

筑西 
茨城県筑西市 
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新規出店（３月ー１１月） 

大村 
長崎県大村市 

唐津 
佐賀県唐津市 

武雄 
佐賀県武雄市 

佐久 
長野県佐久市 

八女 
福岡県八女市 

香春 
福岡県田川郡 

洲本バイパス 
兵庫県洲本市 

東雁来 
北海道札幌市 

八王子みなみ野 
東京都八王子 

浜松宮竹 
静岡県浜松市 



ＯＬ外環河内長野  
大阪府河内長野市 

ＯＬ７号バイパス青森 
青森県青森市 
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新規出店（３月ー１１月） 

ＯＬ新潟桜木インター 
新潟県新潟市 

ＯＬ石巻 
宮城県石巻市 

ＯＬ８号燕三条 
新潟県三条市 

ＯＬ岸和田和泉インター 
大阪府和泉市 

ＯＬ米沢 
山形県米沢市 

松江玉湯 
島根県松江市 

伊勢 
三重県伊勢市 

益田ゆめタウン 
島根県益田市 

むつ 
青森県むつ市 

東山崎 
香川県高松市 

ＯＬ野々市 
石川県野々市市 

ＯＬ８号彦根 
滋賀県彦根市 

ＯＬ薩摩川内 
鹿児島県薩摩川内市 



Ⅳ．豪州子会社 
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Ｐｅｒｔｈ 
Ｓｙｄｎｅｙ 

Ｃａｎｂｅｒｒａ 

Ｍｅｌｂｏｕｒｎｅ 

Ｂｒｉｓｂａｎｅ 

Ａｄｅｌａｉｄｅ 
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豪州子会社 

 
Ｂｕｉｃｋ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ （ＤＶＧ） 

 
ＩＤＯＭ Ａｕｔｏｍｏｔｉｖｅ Ｅｓｓｅｎｄｏｎ 

西オーストラリア州（パース） 
新車ディーラーグループ 
（２０１５年１０月買収） 

ヴィクトリア州（メルボルン） 
新車ディーラーグループ 
（２０１８年１０月買収） 

ＩＤＯＭ Ａｕｔｏｍｏｔｉｖｅ Ｇｒｏｕｐ 
※旧社名 Ｇｕｌｌｉｖｅｒ Ａｕｓｔｒａｌｉａ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ 

パース メルボルン 

※２０１９年２月期第３四半期はＢＳのみ連結 
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Ｂｕｉｃｋ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ（ＤＶＧ） の状況 

※Ｂｕｉｃｋ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ（ＤＶＧ）： 西オーストラリア州にてマルチブランドの新車ディーラーを経営 

営業利益 （四半期・のれん償却額差引前） 

（単位：百万円） 

３Ｑ 
（９ー１１月） 

４Ｑ 
（１２ー２月） 

１Ｑ 
（３ー５月） 

２Ｑ 
（６ー８月） 

△２３０ 
△２００ 

△４１ 

△２９４ 

前年同期比業績改善。３Ｑでは見込んでいたインセンティブ収入の一部が４Ｑにスライド。通期見通しの変更なし。 

２０１８年２月期 
３月ー１１月 

２０１９年２月期 
３月ー１１月 

営業利益 
（のれん償却額差引前） 

△４７１百万円 ６１百万円 

のれん償却額 ３０３百万円 ３０２百万円 

６２ 

１Ｑ 
（３ー５月） 

‘１８/２  ‘１９/２  

※Ｂｕｉｃｋ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ（ＤＶＧ）： 西オーストラリア州にてマルチブランドの新車ディーラーを経営 

△２０ 

２Ｑ 
（６ー８月） 

１９ 

３Ｑ 
（９ー１１月） 



Ⅴ．補足情報 

22 
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[連結・個別]損益計算書（第３四半期累計） 

連結 

２０１６年２月期 
第３四半期 

２０１７年２月期 
第３四半期 

２０１８年２月期 
第３四半期 

２０１９年２月期 
第３四半期 

実績 
（百万円） 

構成比 
（％） 

実績 
（百万円） 

構成比 
（％） 

実績 
（百万円） 

構成比 
（％） 

実績 
（百万円） 

構成比 
（％） 

差異 
（百万円） 

前期比 
（％） 

売上高 １５２,０８２ １００.０ １９１,０３３ １００.０ ２０４,３３８ １００.０ ２１６,１３４ １００.０ １１,７９６ ５.８ 

売上原価 １１４,７５６ ７５.５ １４５,２２３ ７６.０ １５５,４８５ ７６.１ １６７,６９１ ７７.６ １２,２０６ ７.９ 

売上総利益 ３７,３２５ ２４.５ ４５,８１０ ２４.０ ４８,８５２ ２３.９ ４８,４４３ ２２.４ △４０９ △０.８ 

販売費及び一般管理費 ３０,７２５ ２０.２ ４１,７８７ ２１.９ ４３,６４８ ２１.４ ４５,６０８ ２１.１ １,９６０ ４.５ 

営業利益 ６,５９９ ４.３ ４,０２２ ２.１ ５,２０４ ２.５ ２,８３５ １.３ △２,３６９ △４５.５ 

経常利益 ６,８５６ ４.５ ３,９１３ ２.０ ４,４８１ ２.２ ２,２００ １.０ △２,２８１ △５０.９ 

税金等調整前四半期純利益 ６,８０４ ４.５ ３,５５４ １.９ ４,２４２ ２.１ １,８７３ ０.９ △２,３６９ △５５.８ 

親会社株主に帰属する四半期純利益 ４,２２１ ２.８ ２,１９０ １.１ ２,７４９ １.３ １,０２９ ０.５ △１,７１９ △６２.６ 

個別 

２０１６年２月期 
第３四半期 

２０１７年２月期 
第３四半期 

２０１８年２月期 
第３四半期 

２０１９年２月期 
第３四半期 

実績 
（百万円） 

構成比 
（％） 

実績 
（百万円） 

構成比 
（％） 

実績 
（百万円） 

構成比 
（％） 

実績 
（百万円） 

構成比 
（％） 

差異 
（百万円） 

前期比 
（％） 

売上高 １３５,４３７ １００.０ １４９,５５５ １００.０ １６０,５８１ １００.０ １７４,９１０ １００.０ １４,３２９ ８.９ 

売上原価 １０１,６０６ ７５.０ １１１,２５５ ７４.４ １１９,３４８ ７４.３ １３５,４０６ ７７.４ １６,０５８ １３.５ 

売上総利益 ３３,８３１ ２５.０ ３８,３００ ２５.６ ４１,２３３ ２５.７ ３９,５０４ ２２.６ △１,７２９ △４.２ 

販売費及び一般管理費 ２７,７４８ ２０.５ ３４,２９１ ２２.９ ３６,０１５ ２２.４ ３７,２６２ ２１.３ １,２４７ ３.５ 

営業利益 ６,０８３ ４.５ ４,００８ ２.７ ５,２１８ ３.２ ２,２４１ １.３ △２,９７７ △５７.１ 

経常利益 ６,０９９ ４.５ ４,１０１ ２.７ ４,８９１ ３.０ ２,０１６ １.２ △２,８７５ △５８.８ 

税引前四半期純利益 ６,０５３ ４.５ ３,７５４ ２.５ ４,６７３ ２.９ １,４９８ ０.９ △３,１７５ △６７.９ 

四半期純利益 ３,７９１ ２.８ ２,５５１ １.７ ３,０３５ １.９ ７８７ ０.５ △２,２４８ △７４.１ 
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[連結]貸借対照表 

前連結会計年度末 
(２０１８年２月２８日) 

当第２四半期末 
(２０１８年１１月３０日) 

資産の部 
流動資産 

現金及び預金 ２２,７６３ １４,６６５ 

受取手形及び売掛金 ５,７０９ ７,６６４ 

商品 ４４,４７９ ７５,１７８ 

繰延税金資産 １,０３７ １,１６０ 

その他 ３,２０３ ６,２６０ 

貸倒引当金 △２３９ △８５ 

流動資産合計 ７６,９５５ １０４,８４３ 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 ３２,６０２ ３５,３１４ 

減価償却累計額 △１１,４４５ △１２,５４３ 

建物及び構築物（純額） ２１,１５６ ２２,７７０ 

車両運搬具 ６４ ４３ 

減価償却累計額 △１５ △１７ 

車両運搬具（純額） ４８ ２５ 

工具、器具及び備品 ４,３３２ ４,２２５ 

減価償却累計額 △３,４４６ △３,３４８ 

工具、器具及び備品（純額） ８８６ ８７７ 

土地 ２１８ ２１８ 

建設仮勘定 ７７７ ３６６ 

有形固定資産合計 ２３,０８８ ２４,２５８ 

無形固定資産 

ソフトウェア ２,９８１ ２,７８３ 

のれん ８,９２７ １３,６０７ 

その他 ３,６８８ ３,５０７ 

無形固定資産合計 １５,５９７ １９,８９８ 

投資その他の資産 

投資有価証券 ４５ １９４ 

関係会社株式 ２,１５０ ２,２６１ 

長期貸付金 ２１１ ３８ 

敷金及び保証金 ５,５４１ ５,９９０ 

建設協力金 ５,６４３ ５,７４８ 

繰延税金資産 ５０４ ４８８ 

その他 ７４６ ７１２ 

貸倒引当金 △３０４ △１１６ 

投資その他の資産合計 １４,５３９ １５,３１７ 

固定資産合計 ５３,２２５ ５９,４７３ 

資産合計 １３０,１８１ １６４,３１７ 

（単位：百万円） 

前連結会計年度末 
(２０１８年２月２８日) 

当第２四半期末 
(２０１８年１１月３０日) 

負債の部 
流動負債 

買掛金 １４,３２７ ２３,２４０ 

短期借入金 １,２０１ １６,０８０ 

1年内返済予定の長期借入金 ー １２,０００ 

未払金 ３,８４５ ２,４０８ 

未払法人税等 ２,０２９ ２０２ 

前受金 ４,５８１ ５,４５７ 

預り金 ３１４ ２７０ 

賞与引当金 ８１５ ２０７ 

商品保証引当金 ８７１ ５６１ 

その他の引当金 ３１５ ４８６ 

その他 ３,５９７ ３,４６８ 

流動負債合計 ３１,９０１ ６４,３８４ 

固定負債 

長期借入金 ５２,６８０ ５４,０９４ 

長期預り保証金 ４９９ ４３５ 

資産除去債務 ２,００８ ２,１３４ 

繰延税金負債 １,００８ ９４１ 

その他の引当金 ３９５ ５４３ 

その他 １９１ ３３８ 

固定負債合計 ５６,７８４ ５８,４８８ 

負債合計 ８８,６８６ １２２,８７３ 

純資産の部 

  株主資本 

資本金 ４,１５７ ４,１５７ 

資本剰余金 ４,０３２ ４,０３２ 

利益剰余金 ３６,３７３ ３６,４８９ 

自己株式 △３,９４７ △３,９４７ 

株主資本合計 ４０,６１５ ４０,７３１ 

その他の包括利益累計額 

為替換算調整勘定 ３２３ ２１３ 

その他の包括利益累計額合計 ３２３ ２１３ 

新株予約権 ３ ３ 

非支配株主持分 ５５１ ４９４ 

純資産合計 ４１,４９４ ４１,４４４ 

   負債純資産合計 １３０,１８１ １６４,３１７ 
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［トピックス①］ 在庫の状況 

商品 （個別・連結） 

‘１８/２末 ‘１９/２ 

３Ｑ末 

６０,０００ 

４０,０００ 

２０,０００ 

０ 

（単位：百万円） 

[個別] 

５２,９７４ 

[連結] 
７５,１７８ 

[個別] 

３１,９６１ 

[連結] 
４４,４７９ 

在庫台数 
４.４％減少 

台あたり 
単価上昇 

ＮＯＲＥＬでの 
ＢＭＷ/ＭＩＮＩ 
新車サービス開始 

８０,０００ メルボルン子会社 
新規連結※ 

小売商品 
高価格帯比率増 

③ 

④ 

① 

② 国内ディーラー子会社 
ＢＭＷ戦略仕入実施  

※２０１８年１０月買収、 
   ２０１９年２月期第３四半期は 
  ＢＳのみ連結 

トピックス②参照 

 個別では在庫台数は前期末比減少。ＮＯＲＥＬ新車サービス等により総額が増加 
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［トピックス②］ ＮＯＲＥＬ ＢＭＷ/ＭＩＮＩ新車の提供を開始 

 ５,０００ｋｍ走行で次の新車に乗り換え。 ＢＭＷ/ＭＩＮＩ 新車サービス開始 

（ＮＯＲＥＬ ＨＰ） 

ＮＯＲＥＬ： 月額定額のサブスクリプションサービス。「わ」ナンバーではなく、 一般車両と同じナンバーでありながら、 面倒な
車検や定期メンテナンスは不要。通常（ＢＭＷ/ＭＩＮＩ 新車プログラム以外）は買取中古車を提供。 
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［トピックス③］ 個人間カーシェアサービスを発表 

 個人間カーシェアサービス「ＧＯ２ＧＯ(ゴーツーゴー)」 提供開始予定 

当社サービスを介して、クルマを使用していないときにシェアすることで、維持費の軽減が可能に。２０１９年４月のサービス
提供開始を予定。 


